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ASPICの沿革
1999年11月     任意団体 ｢ASPインダストリ･コンソーシアム･ジャパン｣ 創立

2002年 2月    非営利活動法人（NPO）の認証取得

2003年 4月 ｢ASP白書2003年版｣作成・出版

2006年 5月 ｢ASP･SaaS イノベーションシンポジウム｣開催
2007年 2月 国内初｢第1回ASP･SaaS･クラウドアワード｣開催

2007年 4月 総務省と合同で｢ASP･SaaS･クラウド普及促進協議会｣設立

2008年 4月 ASP･SaaS情報開示認定開始（認定機関FMMC）

2008年 6月 ASPICが「総務大臣表彰」を受賞

2009年 2月 ｢ASP･SaaS データセンター促進協議会｣設立

2012年 6月 河合会長が「総務大臣表彰」を受賞

2012年 8月 クラウド情報開示認定制度開始（認定機関FMMC）

2017年 10月   ｢クラウド情報開示認定｣認定機関ASPICに移管

2017年10月  ASP･Saas医療情報/ASP･SaaS特定個人情報の情報開示認定制度開始

2018年12月     IoTクラウドサービス関連のクラウドサービス情報開示認定制度開始

2019年4月 クラウドサービス紹介サイト「アスピック」運用開始

2020年4月 NPO法人から一般社団法人ASP・SaaS・AI・IoTクラウド産業協会に変更

2022年4月    AIクラウドサービスの情報開示認定制度開始

2022年4月 一般社団法人日本クラウド産業協会に法人名称変更

2022年7月   クラウドサービス情報開示認定300サービス突破

2023年５月 河合会長が「旭日小綬章」を受章

Ⅰ. ASPICの活動の現状と今後

I-1 ASPICの活動の現状
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〔報告〕勲章の受章について

一般社団法人日本クラウド産業協会（呼称ASPIC） の長年に
わたる活動が認められ、総務省の所管団体役員として、勲章推薦を
していただき、我が国の電気通信事業功労等により、会長河合輝欣
が受章しました。（2023年4月29日 報道発表）

賞  賜：旭日小綬章

受賞者：河合輝欣 一般社団法人日本クラウド産業協会会長

内 容：電気通信事業功労等

ASPIC理事、役員、会員の皆様方のご指導、ご支援を、長きにわた
り，いただきありがとうございます。こころより御礼申し上げます。
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総務省 行政事務功労等 電気通信事業功労等 

放送事業功労等  郵政事業功労及び郵政業務功労等 





勲章及び賞状

8
ASPIC事務局一同記念撮影

伝達式典後の河合会長
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ご 挨 拶

２０２３年５月吉日
一般社団法人日本クラウド産業協会(ASPIC)

会長 河 合 輝 欣

この度クラウド業界団体の会長として、叙勲受章に当たり、ASPIC創立以
来24年に亘り、総務省はじめ関係府省庁、大学・学術機関、関連団体、理

事・役員・会員の皆様方等多くの関係者のご指導並びにご支援を賜りました
ことに厚く御礼申し上げます。

1999年、ISP(インターネットサービスプロバイダー)の次のビジネスモデル
として、ASP(アプリケーションサービスプロバイダー）が、脚光を浴び、業
界唯一の団体として、ASPICを創立し、以降、「ASP･SaaS･クラウドの普及
促進と市場拡大」及び「安心安全なクラウドサービスの推進」を2大目標と
して、業界の発展に取り組んで参りました。

これらの活動に対して2008年ASPICが団体として又、2012年会長の河合が、
「情報通信月間 総務大臣表彰」を受賞しました。

以下に創立以来の24年間の活動成果をご報告します。お陰様で、現在、会
員数750社を超え、我が国を代表するクラウド団体となりました。今後とも

クラウド業界の発展を推進する社会的貢献を果たすため、皆様方の更なるお
力添えをお願い申し上げます。
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第1期（1999年以降 ）クラウドの普及促進と市場拡大

(1)社会全体に向けた情報発信による認知度の向上と開発支援
イベント開催、刊行物の出版（ASP SaaS白書、ASP構築ガイド等）によ

りASP･SaaSの認知度の向上、事業者に対して、共通概念の形成やシステ
ム開発支援に成果をあげてきました

(2)クラウドビジネスの研究会による市場拡大 （毎年 20回開催 ）

マーケティング研究会、新技術研究会等により、新たなサービス、技術、
事例を抽出し対策などの検討を通し、クラウドビジネスの市場拡大を推進
してきました。

(3)アワードによる事業者のビジネス支援 （現在まで770サービス表彰）

ASP･SaaS･クラウドアワードの開催により、アワード表彰企業の社内外へ
のアピール等クラウド事業者の支援や業界のビジネス拡大に貢献してきま
した。

第2期（2007年以降 ）クラウドサービスの安心安全の推進

(1)総務省と連携した「ASP･SaaS普及促進協議会」の設置

（32の検討委員会開催）

ASP･SaaS･クラウドサービスの安心安全な提供並びに利用を促進するため、
総務省と連携して｢ASP･SaaS･クラウド普及促進協議会｣（2007年）及び
｢データセンター促進協議会｣（2009年）の設置を行いました。
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(2)ガイドライン、指針の作成、協力（総務省公表）（現在３2のガイドライン等）

協議会を中心に関係府省庁、関係団体・大学有識者の協力を得て、ASP･SaaS

における情報セキュリティ対策ガイドライン等の共通分野、医療等の分野毎、
データセンター、情報の公開・二次利用等のガイドライン及びASP SaaS情報開

示指針の作成、協力（総務省公表）を行ってきました。事業者並びに利用者の
安心安全なクラウドサービスの展開に貢献してきました。

(3)情報開示認定制度の推進 （現在 ３０８サービスの認定）

情報開示指針を基にクラウドサービスの情報開示認定制度の検討・立ち上げ
を行い、安全・信頼性を必要とする企業や地方公共団体等の利用者が、クラウ
ドサービスの評価・選択を可能とする拠り所を構築しました。（当初､認定機
関はマルチメディア振興センター､認定事務局はASPIC）ASP・SaaS等８つの
認定制度により、安心安全なクラウドサービスの発展に貢献してきました。

第3期（2017年以降 ）社会インフラシステム実現への取り組み

(1)情報開示認定機関
2017年より認定機関業務をASPICがマルチメディア振興センターから、移管

を受け、認定制度の拡大発展に取り組んでいます。

(2)IoT AI クラウドサービスの取り組みと情報開示認定制度の高度化
IoT, AI技術の進展に伴い、IoTクラウドサービス及びAIクラウドサービスの

開発ガイドライン及び情報開示指針の作成協力を行い（総務省公表）、IoT及
びAI クラウドサービスの情報開示認定制度を創設し、安心安全なサービスの

展開に弾みをつけました。併せて、医療情報及び特定個人情報の情報開示認定
制度を創設し、情報開示認定制度の高度化を図っています。
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(3)利用者に対する情報提供 （アスピック 460社、700サービス登録）

利用者に対するクラウドサービスの紹介サイト（事業者がサービス登録）
の提供により利用者への便宜と事業者の利用顧客の把握ができる仕組みに
より、クラウドの利用促進が進み、クラウドサービスの社会インフラシス
テムとして定着拡大に貢献しています。

(4)組織強化 （会員数 750社）
ASPICは2020年に一般社団法人化し、2022年に｢日本クラウド産業協会｣

に名称の変更を行い、またパートナー会員（情報開示認定事業者、アス
ピック登録事業者）を新設する等組織の強化を図り存在感のある業界団体
へ展開しています。

第4期 今後の新たな事業展開 (2023年以降 )

今後は、クラウドが中心になった（クラウドセントリック）社会インフ
ラが、Society 5.0 を支えることを目指し、社会の課題の解決、持続可能な
社会の実現と国際社会に貢献していく所存です。
併せて、クラウド業界を代表する団体として、ChatGPTの衝撃もあり、

新たな事業創出、業況拡大に向けた新会社の設立や中長期ビジョンの策定、
更には国が進めるICT政策推進への協力を通して、会員をはじめ業界並び

に社会の発展・拡大のために一層の社会的貢献を果していきたいと思いま
す。
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新しい取り組み「社会インフラの実現」を加速する

１） 「普及・促進」に係る取り組み

２）「安心・安全の推進」に係る取り組み

３）クラウド・IoT・AIによる
「社会インフラの実現」に向けた取り組み

Ⅰ期
1999年創立～

Ⅱ期
2006年～

Ⅲ期
2010年～

Ⅳ期
2020年～

４）Society 5.0 を支える
社会インフラ



ＡＳＰ ＳａａＳ クラウド ＩｏＴ

１９９９

NPO法人設立

２００７ ２０１０ ２０１５

８年 ３年 ５年

ASPイン
ダストリ・
コンソー
シアム・
ジャパン

ASP・
SaaSイン
ダストリ・コ
ンソーシア
ム

ASP・
SaaS・クラ
ウド コン
ソーシアム

ASP・
SaaS・IoT 

クラウド コ
ンソーシア
ム

団
体
名
称

２０２０

創立24年

５年

AI

一般社団
法人ASP・
SaaS・AI・
IoT クラウ
ド産業協会

ASPICの業況拡大

一般社団
法人日本 
クラウド
産業協会

２年

社会
インフラ
クラウド

２０２３
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主な活動イベント 開始年月 活動年 活動結果

ASPIC（組織）の拡大 1999年11月 24年 会員総数:751社
（正会員、パートナー会員等）

「ASPICクラウドアワード」の開催 2007年2月 16年
総ｴﾝﾄﾘｰ数：1376サービス
総表彰数 ：770サービス

「ASP・SaaS普及促進協議会」
の活動（ガイドラインの作成）

2007年4月 16年
32のガイドライン・指針
等の作成・協力

「情報開示認定制度」の運用 2008年4月 15年
累計314サービス(210社）
を認定

クラウドサービス紹介サイト
「アスピック」の運営

2019年4月 4年
掲載サービス数：706サービ
ス(466社）

クラウド研究会の開催 2007年7月 16年 13分野 年間約20回実施

情報提供活動
（クラウドトピックス、官庁等
調達情報等の発信）

2014年11月 9年
クラウドトピックス累計363回
年間100回程度発信
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ASPICは、１９９９年創立以来
①ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウドの認知度の向上

事業者、利用者に対するセミナ、刊行物
②ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウドの市場の創成・拡大

分野別クラウド研究会
③クラウドサービスの安心安全の推進

ガイドラインの策定、認定制度
④クラウド事業者へのビジネス支援
⑤クラウド利用者向けのクラウドサービス紹介事業
⑥総務省の実証、実装事業への参画

等のクラウドサービスの「普及・促進」及び「安心・安全の推進」を２大目標として取組んで
参りました。

情報通信の発展に寄与したことにより、2008年に団体として2012年に会長個人として「情報
通信月間総務大臣表彰」を受賞しました。
今後も社会インフラとなったクラウドサービスの安心安全な市場創造を行って参ります。

会長個人として総務大臣表彰団体として総務大臣表彰 16



活動の五本柱
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クラウドサービスの体系

ＡＳＰ／ＳａａＳ
ｸラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(2021)
ASP･SaaSの安全･信頼性に係る情報開示指針(2022)

ＰａａＳ

ＩａａＳ

ＤＣ

ＡＩ
（ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ）

・センサー
・アクチュ

エータ

IoTｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ
・クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ガイドライン
IoTサービスリスクへの対応方針編
・IoTクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針
 （2018年総務省より公表）

ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ（Cloud Service) ASPIC

ＡＩｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ
・AIを用いたクラウドサービスに関するガイドブック
・AIを用いたクラウドサービスの安全・信頼性に係る
情報開示指針 （2022年総務省より公表）
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(1) 総務省等調査研究の実施とガイドラインの普及促進

・「AI クラウドサービ スガイドブック」及び「AIを用いた
クラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針 

（ASP・SaaS編）」の策定 (2022年2月総務省公表）
・「クラウドサービス提供における情報セキュリティ
対策ガイドライン（第３版） 」の策定 (2021年9月総務省公表）

・「クラウドサービス利用・提供における適切な
設定のためのガイドライン」 策定 (2022年10月総務省公表）

・「ASP・SaaS の安全・信頼性に係る情報開示指針
（第３版）」の策定 (2022年10月総務省公表）

クラウドサービスの
安心・安全の推進

(2) クラウドサービス情報開示認定制度
・認定審査委員会9回開催し、新たに34サービスを認定

 ・既存サービスも順調に更新し、
2023年3月末現在認定累計312サービス
208社達成

 ・会員企業、アワードエントリー企業、認定取得
企業への認定申請料割引の実施

情報開示認定累計
３００サービスから
４００サービスへ

I-2 2021～2022年度のASPICの活動状況



(4) 第16回ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2022の実施

・エントリーサービス125  117サービス表彰
・全国18都道府県からの応募、オンライン審査の実施
・累計1376サービスのエントリー 770サービスの表彰

(3) クラウドサービス紹介サイト 「アスピック」の推進

・テレワークの拡大に伴い、クラウドサービスの需要が急拡大
        ・2019年4月からスタートし、2023年3月31日現在

667サービス登録
 ・月間サイト訪問者数 30万人突破

最適なサービスの選
択が可能

IoT・AI・クラウド業界
の活性化、市場創造

(5) クラウド研究会の積極的な展開

・コロナ禍の状況下、Webセミナー形式による研究会
43回実施 
・13分野 累計223回実施し、多様なテーマで、
業界の最新情報を提供

・ビジネスカンファレンス4回

 

会員にテーマごとの
最新動向、有益な
最新情報の提供

20



(6) 政府等委員会への参画・提言の実施

・ISMAPの運営に関する協力
・情報通信研究機構（NICT）の助成金に関する
評価委員会への参加

・政府・与党への税制等提言
・総務省 情報通信審議会主査ヒアリングにおける提言
（2022年1月31日実施）

ASPICの事業基盤
の強化と安定した
活動の継続

(7) 情報提供活動の推進

・クラウドトピックス（新聞記事）の発信
 ・官庁等調達情報の発信
・ASPICレポートの発信（月刊発行）

 ・会員イベント情報の発信
年間約100回配信

 

会員に各種トレンド
情報・分析情報の
提供

(8) 会員増加と会員の定着

・新規入会者へのキャンペーンの実施
・パートナー会員新設により会員総数736社
（正会員、パートナー会員等)2023年3月31日現在
・会員情報交換会 累計12回実施

ASPICの事業基盤
の強化と安定した
活動の継続



参考：ASPICの2021~2022年度のイベント実績（１/2)
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年月日 実施内容

2021年4月8日 クラウドサービス情報分析レポート「ASPICレポート」創刊

9月30日
「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ガイドライン」第三版
総務省 より公表（2020年総務省から受託した案件）

10月18日
「クラウドサービス提供・利用における適切な設定の促進に関する調査研
究」を総務省から受注

11月17日 第15回 ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2021開催

11月26日 第1回 ASPIC ビジネスカンファレンス開催

2022年1月31日
情報通信審議会 情報通信政策部会 総合政策委員会主査ヒアリング
で提言

2月15日
AIを用いたクラウドサービスに関するガイドブック総務省より公表

（2020年総務省から受託した案件）

2月15日
AIを用いたクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針（ASP・

SaaS編）総務省より公表（2020年務省から受託した案件）
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年月日 実施内容

2022年4月1日
一般社団法人ASP・SaaS・AI・IoT クラウド産業協会から
一般社団法人日本クラウド産業協会に名称変更

4月1日 AI クラウドサービスの情報開示認定制度の新設

6月30日 クラウドサービス紹介サイト 「アスピック」 掲載500サービス突破

7月1日 パートナー会員の新設（総会員数680）

7月11日 クラウドサービス情報開示認定300サービス突破

10月31日
「クラウドサービスの利用・提供における適切な設定のためのガイドライン」
総務省より公表（2021年総務省から受託した案件）
                                                 （策定ガイドライン 計32）

10月31日
ASP・SaaSの安全・信頼性に係る情報開示指針（ASP・SaaS編）
第3版 総務省より公表（2021年総務省から受託した案件）

11月16日 第16回 ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2022開催

11月16日 情報開示認定300 サービス突破記念表彰式典を開催

12月16日 AIクラウドサービス情報開示認定制度 第1号認定

2023年1月11日
「地方公共団体におけるクラウドサービス利用の実態調査」を総務省より
受注

参考：ASPICの2021~2022年度のイベント実績(2/2)



Ⅰ-3.ASPIC活動の詳細

(1) 「安心・安全の推進」に係る取組み
(2) クラウドサービス情報開示認定制度
(3) クラウドサービス紹介サイト「アスピック」
(4) ASPIC IoT AI クラウドアワード2021
(5) 令和3・４年度 ASPICクラウド研究会の実績
(6) ASPIC会員情報交換会及びASPICビジネスカンファレン

スの実施状況
(7) 総務省 IoTサービス実証・実装事業への参画
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(1) 「安心・安全の推進」に係る取組み

ASP･SaaS･クラウドサービスの安心・安全な提供並びに利用を推進するため、
総務省と合同設置したASP･SaaS･クラウド普及促進協議会、総務省と連携設置し
たASP･SaaSデータセンター促進協議会を中心に、関係府省、関連団体・大学等有
識者と連携し、大きな成果を上げることができました。

2007年（H19年）以来総務省と連携し共通分野を起点に、分野毎、データセン
ター関連のガイドライン・指針等の策定に作成・協力してきました。加えて情報の
公開・二次利用ガイド等の策定にも取組んでいます。

（注1）国立研究開発法人 情報通信研究機構 理事長 （注2）慶應義塾大学 教授
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参考：報道資料 「ASP・SaaS普及促進協議会」の設立について
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参考２：報道資料 「データセンター促進協議会」の設立について
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2010年総務省発行の「校務分野におけるASP・SaaS事業
者向けガイドライン」をクラウド事業者がとのように解釈す
るかを示した「手引書」の作成

校務分野におけるクラウドサービスの利
活用普及に関する調査研究有識者会合

平成
26年度 「医療情報を取り扱うサービス」及び「特定個人情報を取り

扱うサービス」に係る情報開示指針の新設・検討と、既存
の情報開示指針についても改訂に向けた検討を行い、「ク
ラウドサービス情報開示指針（改訂）案」を策定。

情報開示指針高度化検討委員会平成
27年度 「機微な情報の取扱いにおいて留意を要する医療情報や、特定

個人情報の取扱いを含め、サービスの利用者に対して、クラウド
サービス情報開示指針の制度趣旨、利用方法、開示内容の目
的・読み方等を解説した「クラウドサービス利用者のための情報
開示指針参照ガイド」を策定した。

情報開示指針高度化参照ガイド検討委員会平成
28年度

年度別 ASP・SaaS普及促進協議会活動の状況
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平成22年に総務省から公表された「ASP・SaaS事業者が医療情報を
取り扱う際の安全管理に関するガイドライン」に、厚労省の医療情報
ガイドライン(第5版)や個人情報保護法の改定等を反映した改定版
を策定。

ASP・SaaS・クラウド事業者が医療情報を
取り扱う際の安全管理に関する検討委員会

平成
29年度

平成26年に総務省から公表された「クラウドサービス提供におけ
る情報セキュリティ対策ガイドライン」に、IoTサービスにおける関
係者間の役割・責任の分担の観点を追加したガイドラインとIoTに
関する情報開示指針を策定。

クラウド事業者におけるIoTセキュリティ対策
及び情報開示に関する検討委員会

クラウドセキュリティガイドラインの改定等の検討にむけた調査を行い、 ク
ラウドサービスが関連する国際規格等についての調査と同ガイドラインとの
対比、クラウドサービスに関する各種制度（ISMAP）等についての調査
と同ガイドラインとの対比を行い、情報セキュリティガイドライン第三版案を
作成。

クラウドサービス提供における情報セキュリティガイ
ドライン案作成に関する検討委員会

令和
2年度

クラウドサービス（SaaS）にＡＩ機能を追加する際の課題と
対策の検討。ＡＩクラウドサービスを提供するにあたってのリスク
と対策の整理。クラウドサービス事業者の参考になるガイドライン
等の作成および情報開示指針案の検討。

ＡＩクラウドサービス検討委員会

年度別 ASP・SaaS普及促進協議会活動の状況

令和
3年度

クラウドサービス提供・利用における設定ミスの抑止・防止の取組に関
する調査、クラウドサービス提供・利用における適切な設定の促進のた
めに実施すべき取組の分析、クラウドサービス提供・利用における適切
な設定に関するガイドライン(案)」の作成。

クラウドサービス提供・利用における適切な設定
の促進に関する検討委員会
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分野共通 地方公共団体 医療・介護 教育 社会資本 農林水産

ク
ラ
ウ
ド
の
利
用
促
進

ASP・
SaaS・
クラウド
事業者向
け

医療情報を受託管理
する情報処理事業者に
おける安全管理ガイドラ
イン(経産省、2008.3，
2012.10改定) 

校務分野にお
けるASP・
SaaS事業者
向けガイドライ
ン

（総務省、
2010.10）

ASP・SaaS・
クラウドによる
米・米加工品
トレーサビリティ
サービス提供
の手引き

（総務省、
2012.7）

凡例： ASPIC作成・協力

クラウドサービスの安全・信頼性に係
る情報開示指針
 (総務省、2011.12、2017.3改定)  

)

データセンター事業者連携
ガイド(ASPIC 2012.12)

ASP・SaaS事業者間連
携ガイド(総務省、
2012.7)

社会資本分
野におけるデー
タガバナンスガ
イド（総務省、
2012.7）

 ASP・SaaS・クラウド関連のガイドライン・指針等の策定状況

クラウドサービス提供にお
ける情報セキュリティ対策
ガイドライン使い方ガイド 
(ASPIC、2015.1) 

クラウドサービス
事業者向け
「校務分野にお
けるＡＳＰ・Ｓ
ａａＳ事業者
向けガイドライ
ン」の手引書
（総務省、
2016.3）

クラウド事業者による情報
開示の参照ガイド(IPA 
2011.4) 

ASP・SaaS(医療情報)の安全・
信頼性に係る情報開示指針

(総務省、2017.3)

ASP・SaaS事業者が医
療情報を取り扱う際の
安全管理に関するガイド
ライン (総務省2009.7
改定) 

ASP・SaaS事業者が医
療情報を取り扱う際の
安全管理に関するガイド
ラインに基づくSLA参考
例(総務省、2010.12) 

クラウド事業者が医療
情報を取り扱う際の
安全管理に関するガ
イドライン (総務省
2018.7 下の破線枠
内ガイドラインを改定) 

ガイドラインに基づくサービ
ス仕様適合開示書及び

サービス・レベル合意書
（SLA）参考例

(総務省、2018.7

下の破線枠内の参考
例をもとに改定）

クラウドサービス提
供における情報セ
キュリティ対策ガイド
ライン3版（注1）(総
務省、2021.9改定)

IoT サービスリスクへ
の対応方針編
(総務省、2018.7）

クラウドサービス提供におけ
る情報セキュリティ対策ガイ
ドライン(総務省、2014.4)

(注3)

ASP・SaaSにおける情報セ
キュリティ対策ガイドライン 
(総務省、2008.1) (注2)

(注1)：「IoTサービスリスクへの対応編」を追加し、(注2)(注3)(注4)のガイドラインを統合して改定

(総務省、2009.2、2011.12改定)

データセンターの安全・信頼性に係る情
報開示指針(総務省、2017.3改定) 

(総務省、2011.12)

IaaS・PaaSの安全・信頼性に係
る情報開示指針
(総務省、2017.3改定) 

(総務省、2007.11)

ASP・SaaS(特定個人情報)の
安全・信頼性に係る情報開示指
針 (総務省、2017.3)

ASP・SaaSの安全・信頼性に係
る情報開示指針第3版
(総務省,2022.10改定）

IoTクラウドサービスの安全・信頼性に
係る情報開示指針（ＩａａＳ・Ｐａ
ａＳ編）(総務省、2018.10) 

IoTクラウドサービスの安全・信頼性に
係る情報開示指針（ＡＳＰ・Ｓａ
ａＳ編）(総務省、2018.10) 

クラウドサービス提供におけ
る情報セキュリティ対策ガイ
ドライン2版

(総務省、2018.7改定)

(注4)

AIを用いたクラウドサービ
スに関するガイドブック(総
務省、2022.2)

AIを用いたクラウドサービスの安全・
信頼性に係る情報開示指針ASP・
SaaS編）(総務省、2022.2) 

クラウドサービス利用・提
供における適切な認定の
ためのガイドライン(総務
省、2022.210）
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情報の公開・二次利用関連のガイドの策定状況

分野
共通

地
公
体

社会資本

農林水産 防災・災害
共通 地盤 道路

橋
梁

トン
ネル

オ
ー
プ
ン
な
情
報
領
域

情報作成
者・情報保
有者向け

ASP・SaaS・
クラウド
事業者向け

利用者向け

メ
ン
バ
ー
ド
な
情
報
領
域

情報作成
者・情報保
有者向け

ASP・SaaS・
クラウド
事業者向け

利用者向け

凡例： ASPIC作成・協力

社会資本分
野におけるデー
タガバナンスガ
イド
（総務省、

２０１２．7)

地盤情報の
公開・二次
利用促進の
ためのガイド
（総務省、
２０１2．7

２０１３．6
改定）

農産物情報の
提供・二次利
用ガイド

（ASPIC、

２０１３．6）

水産物情報
等の提供・二
次利用ガイド
（ASPIC、

２０１３．６）

防災・災害情報
のオープンデータ
化・二次利用促
進のためのガイド
(総務省2013.6

ASPIC2014.12

改定）

社会資本情
報のオープン
データ化・二
次利用促進
のためのガイド
（ASPIC、

２０１4．12）

防災・災害情報の
メンバードな公開・
二次利用促進のた
めのガイド(ASPIC 
2012.12）

オープンデータ

ガイド 第2版

（オープンデータ

流通推進

コンソーシアム、

  2014.7

2015.7改定）

 ASP・SaaS・クラウド関連のガイドライン・指針等の策定状況（続き）

医療情報システムの安全
管理に関するガイドライン
第5版 (厚労省、2017.5
改版) 

米・米加工品の
内部トレーサビリ
ティ確保の手引
き

（農水省、
2011.11）

総合情報化計画
の一環としての校
務情報化に関する
ガイドライン
（APPLIC、
2009）

IoTセキュリティガイドライン
(IoT推進コンソーシアム、
2016.7) 

データセンター利用ガイド
(ASPIC、2010.10) 

クラウドサービス利用者の保護とコ
ンプライアンス確保のためのガイド
(ASPIC、2011.7) 

中小企業のためのクラウドサービ
ス安全利用の手引き（IPA、
2011.4) 

クラウドサービスの利用のための情
報セキュリティマネジメントガイドライ
ン (経産省、2011.4、2014.３
改定) 

SaaS向けSLAガイドライン 

(経産省、2008.1) 

地方公共団体にお
けるASP・SaaS導
入活用ガイドライン

(総務省、
2010.4)

公共ITにおけるアウ
トソーシングに関す
るガイドライン

(総務省、
2003.3) 

学校情報セキュリ
ティ推奨仕様書 
第1.0版（CEC、
2010）

分野共通 地方公共団体 医療・介護 教育 社会資本 農林水産

ク
ラ
ウ
ド
の
利
用
促
進

利用者向け
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3２のガイドライン・指針等の作成・協力（1/2） 
※ ( )は総務省公表年、GLはガイドライン

（１）クラウド化の関連 ～事業者向けに加え利用者向けを作成～

①共通分野（事業者向）：

 ・ガイドライン

    ASP･SaaSにおける情報セキュリティ対策GL(’08)

ASP･SaaS事業者間連携ガイド(’12)

 クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策GL(’14)

 クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策GLの使い方ガイド(’15 ASPIC公表)

   クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策GL第2版（ ’18改定)

IoTサービスリスクへの対応方針編（上記GL第2版第４編に追加）（ ’18)

   クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策GL第3版（ ’21改定)

 AIを用いたクラウドサービスに関するガイドブック(‘22)

 クラウドサービス利用・提供における適切な認定のためのガイドライン(‘22)

 ・情報開示指針

ASP･SaaSの安全･信頼性に係る情報開示指針(’07 、’17改定、’22改定)

 IaaS･PaaSの安全･信頼性に係る情報開示指針(’11、’17改定)

 ASP・SaaS(特定個人情報)の安全・信頼性に係る情報開示指針(‘17)

 ASP・SaaS(医療情報)の安全・信頼性に係る情報開示指針(‘17)

 IoTクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針（ＡＳＰ・ＳａａＳ編）(‘18)

 IoTクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針（ＩａａＳ・ＰａａＳ編）(‘18)

AIを用いたクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針（ASP・SaaS編）(‘22)
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3２のガイドライン・指針等の作成・協力（2/2）

※ ( )は総務省公表年、GLはガイドライン

  ②分野毎（事業者向）：
クラウド事業者が医療情報を取り扱う際の安全管理GL(’09、’18改定)

前項GLに基づくSLA参考例(’10、’18改定) 

校務分野におけるASP･SaaS事業者向けGL(’10)

クラウドサービス事業者向け「校務分野におけるＡＳＰ・ＳａａＳ事業者向けGL」の手引書(’16)

 社会資本分野におけるデータガバナンスガイド(’12)

ASP･SaaS・クラウドによる米・米加工品トレーサビリティサービス提供の手引き(’12)

③利用者向け
 公共ITアウトソーシングに関するGL(’03) 

 地方公共団体におけるASP･SaaS導入活用GL(’10)

 クラウドサービス利用者の保護とコンプライアンス確保のためのガイド(’11 ASPIC公表)

④データセンター（事業者向） ： 
データセンターの安全･信頼性に係る情報開示指針(’09、’11改定)

データセンター利用ガイド(’10 ASPIC公表)

データセンター事業者連携ガイド(’12 ASPIC公表)

（２）情報の公開・二次利用の関連
地盤情報(’12) 、社会資本情報(’14)

農産物情報(’13 ASPIC公表)、水産物情報(’13 ASPIC公表)

社会資本情報のオープンデータ化2次利用促進のためのガイド(’14)

防災・災害情報(オープンデータ) (’13,’14改定 ASPIC公表)

防災・災害情報（メンバード）(’14 ASPIC公表)
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厚生労働省医政局長、保険局長の通達 平成22年2月1日

「診療録等の保存を行う場所について」の一部改正について

外部保存通知第１に掲げる診療録等の電子媒体による外部保存については、外部保
存通知第２の１及び第３に掲げる事項を遵守すること。

特に、今回の外部保存通知の改正は
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」（厚労省）H22.2改版、
「ASP・SaaSにおける情報セキュリティ対策ガイドライン」(総務省）H20.1、
「ASP・SaaS事業者が医療情報を取り扱う際の安全管理に関するガイドライン」
                                                                  (総務省）H21.7 及び
「医療情報を受託管理する情報処理事業者向けガイドライン」（経産省）H20.3

が整備されたことを前提に行うものであることから、これらのガイドラインについての遵
守を徹底すること。

（注）厚生労働省の通達,からの引用
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 ＜参考＞ ■ ガイドラインで緩和された外部委託業務



ＡＩに関する総務省調査研究の受注・納品

2020年９月２日 ＡＳＰＩＣはＡＩに関する以下の案件を受注し、2021年
３月に納品しました。

件 名：「ＡＩを用いたクラウドサービスガイドラインに関する調査研究の請負」

主管課：総務省情報流通行政局情報流通振興課

実施内容

①ＡＩサービスに関する現状の把握

- ＡＩサービスを提供するクラウド事業者の現状調査

  - クラウド事業者のＡＩサービスに係るニーズの把握

  - ＡＩサービスの提供に係るビジネスモデル形態

• ヒアリング：１２社に実施

• アンケート調査：３７１社に配布、１０２社から回答（回収率２７％）

②ＡＩクラウドサービスガイドライン案の検討

及び事業者向けの情報開示指針案の作成

• ＷＧ開催５回

• 検討会開催３回

③報告書の作成・納品
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年度、総務省情報流通振興課より受託し、3月に納品を完了した「ＡＩを用いたクラ
ウドサービスに関するガイドブック」が2022年2月15日に公表されました。

総務省「ＡＩを用いたクラウドサービスに関するガイドブック」の公表について
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「AIを用いたクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針（ASP・SaaS編）」
も2022年2月15日に追加公表されました。

総務省「AIを用いたクラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針
（ASP・SaaS編）」の追加公表について



クラウドサービスの情報セキュリティに関する総務省調査研究の
受注・納品

2020年９月２９日 ＡＳＰＩＣはクラウドサービスの情報セキュリティに関する以下
の案件を受注し2021年３月日に納品しました。

件 名：「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ガイドライン」の

改定等に関する調査研究の請負

主管課：総務省サイバーセキュリティ統括官室

実施内容

①クラウドセキュリティガイドラインの改定等の検討にむけた調査を行い、

情報セキュリティガイドライン第3版案を作成

- クラウドサービスが関連する国際規格等についての調査と同ガイドラインとの対比

- クラウドサービスに関する各種制度（ISMAP）等についての調査と同ガイドライ

ンとの対比

②情報セキュリティガイドライン第3版案および中小規模のクラウドサービスの

情報開示指針作成の方向性の整理（検討会開催３回）

③情報セキュリティガイドライン第3版と付随報告書を作成し納品

情報セキュリティガイドライン第3版が2021年9月30日（木）に公表されました。
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昨年度、総務省サイバーセキュリティ統括官室より受託し、3月26日に納品を完了し
た「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ガイドライン」第3版が2021年９
月30日に公表されました。

総務省「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ガイドライン」
第3版の公表について
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クラウドサービスの適切な設定等に関する総務省調査研究の受注・納品

2021年10月18日 ＡＳＰＩＣはクラウドサービスの設定ミス等に関する以下の

案件を受注し、2022年3月22日納品しました。

件 名：「クラウドサービス提供・利用における適切な設定の促進に関する調査研究

の請負」

主管課：総務省サイバーセキュリティ統括官室

実施内容

①クラウドサービス提供・利用における設定ミスの抑止・防止の取組に関する調査

-クラウドサービス利用時の設定ミスの事例収集・分析

-外部団体の公表物や国際規格等の調査 

②クラウドサービス提供・利用における適切な設定の促進のために実施すべき取組の

分析

③「クラウドサービス提供・利用における適切な設定に関するガイドライン(案)」の作成

④CSP（Cloud Service Provider） において情報開示すべき内容の検討

ｰ検討会の開催3回 

-報告書の作成 
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2022年10月31日、総務省はクラウドサービス利用・提供における適切な設定を推進す
るため「クラウドサービスの利用・提供における適切な設定のためのガイドライン」とASP・
SaaSの安全・信頼性に係る情報開示指針（ASP・SaaS編）第3版を公表しました。

「クラウドサービスの利用・提供における適切な設定のためのガイド
ライン」公表について



(2) クラウドサービス情報開示認定制度

➢ 正式な名称：「クラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示認定制度」
➢ 2008年4月運用を開始し、累計312サービス（208社）を認定
➢ 当初、認定機関：マルチメディア振興センター、認定事務局：ＡＳＰＩＣであっ
たが、2017年10月、認定機関をＡＳＰＩＣに移管し、ＡＳＰＩＣが一元的に運営

➢ クラウドサービスの利用者が安心してサービスを利用できるようにするため、
サービス提供者からの情報開示が適切になされているサービスを認定する
制度

➢ 審査手数料が比較的安価で、中小クラウド事業者にやさしい制度
➢ 2022年4月AIクラウドサービス認定制度が新設され、以下の8つの情報開
示認定制度となった。

ASP・SaaS

New!

IaaS・PaaS



認定サービス数（累計）：３１４サービス（２１０社） 2023.6.1現在
✓ ＡＳＰ・ＳａａＳ情報開示認定サービス数（運用開始：2008年4月）：    280サービス
✓ ＡＳＰ・ＳａａＳ（AIクラウドサービス）情報開示認定サービス数（運用開始：2022年4月）3サービス
✓ 医療情報ＡＳＰ・ＳａａＳ情報開示認定サービス数（運用開始：2017年10月） 3サービス
✓ 特定個人情報ＡＳＰ・ＳａａＳ情報開示認定サービス数（運用開始：2017年10月） 3サービス
✓ ＡＳＰ・ＳａａＳ（IoTクラウドサービス）情報開示認定サービス数（運用開始：2018年12月）5サービス
✓ データセンター情報開示認定サービス数（運用開始：2012年9月）：    6サービス
✓ ＩａａＳ・ＰａａＳ情報開示認定サービス数（運用開始：2012年9月）：    12サービス
✓ ＩａａＳ・ＰａａＳ（IoTクラウドサービス）情報開示認定サービス数（運用開始：2018年12月）2サービス

認定サービス（事業者）の累積数の推移
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報道関係者 
プレスリリース 

 
2023 年 3 月 31 日 

一般社団法人 日本クラウド産業協会 
（クラウドサービス情報開示認定機関） 

 

クラウドサービス情報開示認定機関ＡＳＰＩＣが、AI クラウドサービス※１

第２号、３号並びに ASP・SaaS を３件、合計５サービスを認定 
 

～本情報開示認定制度は、平成 19 年から総務省ご指導の下、ＡＳＰＩＣが立ち上げ・推進しており、 

利用者が安心して利用できるクラウドサービスの普及推進を図っています。昨年 7月 11日には、累計  

300サービスの認定を突破しました。～ 

No サービスの名称 事業者の名称 サービスの概要

1

浸水AI Arithmer株式会社 独自のAI技術で浸水被害を家屋ごとにセンチ単位で高速に予測で

き、水害の事前予測や発災後の迅速な保険金支払い査定等に利用

できる浸水予測サービス

2

風力AI Arithmer株式会社 風力発電のナセル内部の設備を常時遠隔監視し、独自のAI画像解

析システムを用いて異常・予兆を検知できる風力発電の予兆保全

サービス

■ASP・SaaS（ＡＩクラウドサービス）申請： 2 サービス（1事業者）



AIクラウドサービス情報開示認定制度
AI関連情報開示項目

項番 中項目 小項目 説明 必須／選択

1サービス内容
ＡＩサービス基本事項
（ＡＩポリシー）

ＡＩサービスに対する基本的な考え方。透明性、公平性、安全、セキュリティ、プライ
バシー保護、倫理など

必須

2責任分担 ＡＩ機能に関連する責任分担
人間の判断の有無、ＡＩによる判断に基づく損害賠償責任など責任分担にかかわ
る事項

必須

3 利用
利用者が入力したデータの利用の有無、内容
同意の取得方法など

必須

4 権利関係
利用者データに関する権利（所有権、使用権、著作権、肖像権など）
利用者データを使った追加学習後の学習済みモデルの権利

選択

5 ＡＩの精度 高い精度は実現するための環境条件など、ＡＩの精度に関わる情報 必須

6 ＡＩの精度向上策 追加学習の有無（有りの場合は時期、頻度、役割分担、料金など） 必須

7 説明可能性のレベル
ＡＩの出力結果の根拠の説明可能性のレベル（ホワイトボックス型／ブラックボック
ス型）

選択

8連携 ＡＩ関連の連携
ＡＰＩ等による他社のＡＩ機能の活用の有無、フレームワークやライブラリなどオープ
ンソースの利用状況

必須

9 セキュリティ ＡＩ関連セキュリティ対策 ＡＩに特化したセキュリティ対策の有無（データによる攻撃への対策など） 選択

10性能 ＡＩ性能対策 学習時間、推論時間（利用者の操作に係わるもの） 選択

データ及び学習済み
モデルの権利

品質



○ 平成20年4月に総務省ご指導の下、情報開示認定制度を創設して以来、クラウドサービス事業者の
皆様のご理解とご協力により、本年7月に累積認定数が300サービスを超えました。

○ これを記念し日頃の事業者様のご協力に感謝しまして、「情報開示認定300サービス突破記念表彰」
をとりおこなう事といたしました。なお、コロナ禍のため、密を避けた形で実施いたします。

○ 例年、クラウドサービスが更なる社会情報基盤に資することを目的として、 「ASPIC IoT・AI・クラウドア
ワード」を開催し、優秀かつ社会的に有益なクラウドサービスを表彰しています。今年は第一部 「情報開
示認定300サービス突破記念表彰」、第二部 「ASPIC IoT・AI・クラウドアワード」として開催いたしま
す。

【 表彰内容】

 第一部 情報開示認定300サービス突破記念表彰
・（情報開示認定）最優秀ビジネス活用賞、最優秀認定取得賞、優秀認定取得賞
最優秀・資格継続賞、優秀・資格継続賞、ASPIC会長特別賞 （６種類）

 第ニ部 ASPIC IoT・AI・クラウドアワード

・計１０部門のグランプリ等

・総務大臣賞 （最優秀のサービスとして表彰するもの）

【開催場所・日時】

日時：令和４年１１月１６日（水）表彰式：13：30～16:30

場所：経団連会館 国際会議場

情報開示認定取得サービス３００サービス突破を記念し
「情報開示認定３００サービス突破記念表彰」を実施
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表彰名 表彰基準 表彰数 表彰事業者

１
（情報開示認定）

最優秀ビジネス活用賞
情報開示認定の資格をビジネスにおいて活用し、最も優秀
な成果を上げられた事業者様を表彰

６

テクマトリックス
パイプドビッツ
コクヨ
カナミックネットワーク
プロパティデータバンク
パスコ

２
（情報開示認定）
最優秀・認定取得賞

情報開示認定の資格を4サービス以上取得し、クラウドサービ
スにおける信頼・安全性の推進に多大なる貢献をされた事業
者様を表彰

４

富士通
ユミルリンク
NTTコミュニケーションズ
テクマトリックス

３
（情報開示認定）
優秀・認定取得賞

情報開示認定の資格を3サービス取得し、クラウドサービスに
おける信頼・安全性の推進に貢献をされた事業者様を表彰

８
NTTデータ
AGS 他6社

４
（情報開示認定）
最優秀・資格継続賞

情報開示認定の資格を14年以上継続して維持し、クラウド
サービスにおける信頼・安全性の推進に多大なる貢献をされ
たサービス・事業者様を表彰

２０
セールスフォースジャパン
富士通japan
NTTデータアイ 他17社

５
（情報開示認定）
優秀・資格継続賞

情報開示認定の資格を10年以上継続して維持し、クラウド
サービスにおける信頼・安全性の推進に貢献をされたサービ
ス・事業者様を表彰

４５
ｱﾙﾌﾟｽｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
日鉄ソリューション 他43社

６
（情報開示認定）
ASPIC会長特別賞

クラウドサービスにおける信頼・安全性の普及において、認定
取得累積数が、１，１００，２００，３００サービス目
を突破するために貢献されたサービス及び当該サービスを提
供する事業者様を表彰

５

1：セールスフォースジャパン
100：ナレッジスイート 他1社
200：日本電子計算
300：富士通

８８賞 ２１社

情報開示認定300サービス突破記念表彰の内容
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ビジネス活用賞集合写真

最優秀・認定取得賞及び優秀・認定取得賞集合写真 最優秀・資格継続賞、優秀・資格継続賞及びASPIC会長特別賞集合写真

情報開示認定300サービス突破記念表彰模様

54

ご来賓ご挨拶（総務省大臣官房総括審議官 鈴木信也 様）



55

パイプドビッツ様

情報開示認定300サービス突破記念表彰受賞者ニュースリリース

プロパティデータバンク様



https://www.aspicjapan.org/asu/

法人様ビジネス支援を目的とし、ASPICが運営する法人向けクラウドサービス紹介サービスです。

2019年4月からスタートし、６５０サービス掲載中  (2023.01.10現在）

56

(3) クラウドサービス紹介サイト「アスピック」の活動報告

https://www.aspicjapan.org/asu/


アスピック掲載サービス数の推移

過去2年の推移



(4)  ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2022

ASPICASPIC IoT・AI・クラウドアワードの趣旨

2007年より開催し16回目となったASPIC IoT・AI・クラウドアワードは
日本国内で優秀かつ社会に有益なIoT・AI・クラウドサービスを表彰し、
事業者及びユーザの事業拡大及び業務効率化等を支援します。
これによってクラウドサービスの利用促進と市場創造により社会情報基
盤を確立することを目的としています。

総務大臣賞は、2015年に創設され、応募サービスの中で最高位のサービスに授与さ
れています（累計８サービス）。

アワード2022は、新型コロナウイルス感染症の影響により、プレゼンテーション審査は
オンラインで実施しました。 また、表彰式はグランプリ受賞者だけの参加とし、感染症
予防対策を講じて行いました。 参加できなかった関係者のために表彰式のオンライン
中継を行いました。

第16回アワードエントリー数  ： 125サービス 表彰 ：117サービス

第1回~第16回総エントリー数  ： 1376サービス 総表彰数  ： 770サービス
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ASPICアワードエントリー・表彰サービス数（累積）
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(左から) 総務副大臣 柘植芳文様  日本ソフト開発株式会社様 河合ASPIC会長

総務大臣賞

第16回ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2022における最高位のサービスに、寺田稔総務大
臣の代理で総務副大臣 柘植芳文様より総務大臣賞（累計８サービス）が授与されました。

賞名 会社名 サービス名

総務大臣賞 日本ソフト開発株式会社
クラウド型遠隔監視制御サービス

SOFINET CLOUD

第16回ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2022 表彰式
     日時：2022年11月16日（水）      場所：経団連会館国際会議場
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部門 賞名 会社名 サービス名

社会業界特化系
ASP・SaaS部門

総合グランプリ  かっこ株式会社
不正注文検知サービス
「O-PLUX」

社会業界特化系
ASP・SaaS部門

準グランプリ 株式会社 日立製作所 地中可視化サービス

社会業界特化系
ASP・SaaS部門

準グランプリ エクシードシステム株式会社 SalonAnswer

社会業界特化系
ASP・SaaS部門

準グランプリ 株式会社かんざし かんざしクラウド

社会業界特化系
ASP・SaaS部門

ベンチャーグランプリ EMC Healthcare株式会社 ベビモニ

基幹業務系
ASP・SaaS部門

総合グランプリ  
株式会社リンクアンドモチベーショ
ン

モチベーションクラウド

基幹業務系
ASP・SaaS部門

準グランプリ テックタッチ株式会社
ノーコードのガイド・ナビゲーション
ツール「テックタッチ」

基幹業務系
ASP・SaaS部門

準グランプリ oVice株式会社 ｏＶｉｃｅ

支援業務系
SP・SaaS部門

総合グランプリ  デジタルアーツ株式会社
渡したファイルが”あとから”消せる、
世界ではじめてのIRM 『FinalCode』

支援業務系
ASP・SaaS部門

準グランプリ 株式会社メディア4u メディアSMS

支援業務系
ASP・SaaS部門

準グランプリ セイ・テクノロジーズ株式会社
サーバー設定仕様書自動生成サー
ビス「SSD-assistance」

支援業務系
ASP・SaaS部門 ベンチャーグランプリ DXYZ株式会社

顔認証プラットフォーム「FreeiD(フ
リード)」

ＡＳＰ・ＳａａＳ各部門グランプリ
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AI､IoT,ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ､運用､IaaS･PaaS部門グランプリ

部門 賞名 会社名 サービス名

ＡＩ部門 総合グランプリ  
NTTコミュニケーションズ株式会
社

Smart Data Platform Node-AI（
ノードエーアイ）

ＡＩ部門 準グランプリ
京セラコミュニケーションシステ
ム株式会社

AI蔵書管理サポートサービス
「SHELF EYE」

ＡＩ部門 準グランプリ Arithmer株式会社 浸水AI

ＡＩ部門 準グランプリ コニカミノルタ株式会社 FORXAI Imaging AI

ＩｏＴ部門 総合グランプリ  富士通株式会社
ロケーションプラットフォーム 
EXBOARD for Office

ＩｏＴ部門 準グランプリ  NTTコミュニケーションズ
SDPF Managed IoT

ＩｏＴ部門 ベンチャーグランプリ  株式会社アクセルラボ
SpaceCore（スペースコア）
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社会業界特化系ASP・SaaS部門 受賞者 基幹業務系／支援業務系ASP・SaaS部門 受賞者

AI／IoT／IaaS・PaaS部門 受賞者

第16回ASPIC IoT・AI・クラウドアワード2022 表彰式
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NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1
第23回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ

緊急セキュリティセミナー
(1)クラウドの設定ミスを防止するためには
(2)クラウドセキュリティ診断サービスのご紹介

(1)株式会社SHIFT SECURITY
技術Division / Web診断Team・標準化
推進Team                       い塚 昌大様
(２）京セラコミュニケーションシステム株式
会社 セキュリティソリューション営業部  
                                      橋本 敦司様

2021年６月3日

2
第24回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ
総務省におけるセキュリティへの取組と政府情報シス
テムのセキュリティ評価制度（ISMAP）の取組につい
て

総務省 サイバーセキュリティ統括官付
                         参事官 中溝和孝様

2021年６月11日

3
第25回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ
「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策
ガイドライン」第三版の内容とその使い方

ASPIC 執行役員 中村 亨 2021年９月 9日

4

第２６回クラウドセキュリ
ティ研究会 兼

第25回IoTサービス研究会

セキュリティ
・IoT

IoT機器のセキュリティ要件と対策のポイント
一般社団法人重要生活機器連携セキュリティ
協議会 事務局長 田久保
順様

2021年９月15日

5
第27回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ
情報セキュリティ脅威の動向と対策
－ 情報セキュリティ白書2021を中心にー

独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）
 セキュリティセンター セキュリティ対策推進部 
シニアエキスパート 小川 隆一 様

2021年10月28日

6
第28回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ
「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策
ガイドライン第三版」の使い方
ガイドラインを使ってセキュリティ対策の穴を見つける方法の解説

ASPIC 執行役員 中村 亨 2022年1月19日

7
第2９回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ ISMAP-LIU説明会 ASPIC 執行役員 日高 昇治 2022年６月29日

8
第３０回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ
「クラウドサービスの利用・提供における適切な設定のための
ガイドライン」（案）に対する意見募集及び取組事例の募
集説明会

ASPIC 執行役員 岩田 恵一 2022年８月12日

9
第３１回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ
情報セキュリティ脅威の動向と対策 － 情報セキュリティ白
書2022を中心に

独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）
 セキュリティセンター セキュリティ対策推進部 
シニアエキスパート 小川 隆一 様

2022年9月８日

10
第３2回クラウドセキュリ
ティ研究会

セキュリティ「内部不正防止と秘密情報保護の新潮流の解説」
～IPAガイドラインと経済産業省ハンドブック改訂のポイントを
読み解く～

株式会社NTTデータ経営研究所 エグゼクティ
ブスペシャリスト 三笠 武則様

2022年12月1日

市場動向を踏まえ、多彩なテーマでWebセミナーを計43回実施しています。

(5) 2021～2022年度 ASPICクラウド研究会等の実績

クラウドセキュリティ研究会（12回）
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NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1
第２４回クラウドIoT研究会
兼 第27回ベンチャー研究会

IoT・
ﾍﾞﾝﾁｬｰ

IoT向け無線通信規格を一挙紹介：各規格の特徴、
ビジネスモデル、事例の紹介と今後の動向

ソナス株式会社
            代表取締役 大原 壮太郎様

2021年7月29日

2
第25回クラウドIoT研究会 兼
第２６回クラウドセキュリティ研
究会

IoT IoT機器のセキュリティ要件と対策のポイント
一般社団法人重要生活機器連携セキュリティ協議
会 事務局長 田久保 順様

2021年９月15日

3 第26回クラウドIoT研究会 IoT IoTビジネスの最前線
株式会社YE DIGITAL
マーケティング本部長 叢(ソウ)偉 様

2021年12月24日

4 第27回クラウドIoT研究会 IoT
リアルタイム時系列センサデータ利活用のITにおける課題
とその効果

OSIsoft Japan株式会社
ソリューション戦略部長 屋代 正人 様

2022年3月３日

5
第28回クラウドIoT研究会  
兼 第20回AIサービス研究会

IoT 「データを価値に変える社会インフラ保守事業の創生」
株式会社 日立製作所 公共基盤ソリューション本
部                 担当本部長 竹島 昌弘様

2022年4月21日

6 第29回クラウドIoT研究会 IoT 「水環境を守るIoTサービスの最前線」
日本ソフト開発株式会社 執行役員 環境IoTプロ
ジェクト本部              本部長 野原 徹 様

2023年1月27日

クラウドIoT研究会（6回）

AIサービス研究会（4回）
NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1 第１７回AIサービス研究会 AI AI最前線
株式会社日本電気
デジタルビジネスプラットフォームユニット AI・アナリティ
クス事業部           マネージャー 青木 勝 様様

2021年６月30日

2 第１８回AIサービス研究会 AI AIネットワーク社会推進会議 報告書尾２０２１
総務省 情報通信政策研究所 調査研究部

部長 尾川 豊様
2021年９月２日

3 第１９回AIサービス研究会 AI AIクラウドサービス ガイドブック解説 ASPIC 執行役員 日高 昇治 2022年3月24日

4
第２０回AIサービス研究会 兼
第２８回クラウドIoT研究会  

AI・IoT 「データを価値に変える社会インフラ保守事業の創生」
株式会社 日立製作所 公共システム事業部
公共基盤ソリューション本部 担当本部長

竹島 昌弘様

2022年4月21日

11
第３3回クラウドセキュリティ
研究会

セキュリティ
「クラウドサービスの利用・提供における適切な設定のた
めのガイドライン」公表について

総務省 サイバーセキュリティ統括官室 恵本主査 2022年12月22日

12
第３4回クラウドセキュリティ
研究会

セキュリティ ISMAP-LIU解説
総務省 サイバーセキュリティ統括官室 総括補佐
広瀬 一朗 様

2023年1月13日
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NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1
第11回ICT政策研究会
兼 第31回マーケティング研究会

ICT政策
・法務

デジタル広告とデジタルプラットフォーム事業者の
優越的地位の濫用防止について

公正取引委員会デジタル市場企画調査室
  室長補佐 古賀千尋様

2021年7月2日

2 第12回ＩＣＴ政策研究会 ICT政策
インボイス制度と電子請求書の今とこれから
―インボイス制度について、請求業務とサービスに
ついてのデジタル化―

インフォマート社
事業推進・戦略営業   執行役員 木村 慎様
経営企画プロダクト統括部

          部長 関塚 陽平様

2021年7月21日

3 第13回ICT政策研究会 ICT政策
令和３年「情報通信に関する現状報告」（令和３年
版情報通信白書）～デジタルで支える暮らしと経済～

総務省 情報流通行政局 情報通信経済室
室長 小熊 様

2021年９月30日

4 第1４回ＩＣＴ政策研究会 ICT政策 「DX白書2021」
独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）
社会基盤センター イノベーション推進部

部長 古明地 正俊 様

2022年2月17日

5 第1５回ＩＣＴ政策研究会 ICT政策 増大するインターネットトラヒックへの対策・対応について
総務省 総合通信基盤局 電気通信事業部
データ通信課 課長補佐 白壁 角崇 様

2022年3月17日

6 第16回ＩＣＴ政策研究会 ICT政策 スマートシティ加賀の取り組み
石川県加賀市 最高デジタル責任者（CDO）

山内 智史様
2022年5月25日

7
第17回ＩＣＴ政策研究会

ICT政策
2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方
（情報通信審議会からの一次答申）について

総務省 総合通信政策局 電気通信事業部
データ通信課長       西潟暢央 様

2022年8月10日

8 第18回ＩＣＴ政策研究会 ICT政策
令和４年版情報通信白書解説
「情報通信白書刊行から50年 ～ICTとデジタル経済の
変遷～」

総務省 情報流通行政局 情報通信政策課
情報通信経済室長 小熊美紀様

2022年10月6日

ICT政策研究会（8回）

法務研究会（2回）

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1 第８回法務研究会 法務
デジタル改革関連法案と改正個人情報保護法のク
ラウドサービスへの影響・課題

ベーカー&マッケンジー法律事務所
         弁護士 松本 慶様

2021年5月12日

2 第9回法務研究会 ICT政策
「令和2年個人情報保護法改正と実務対応
—ベンダーの立場からみる、クラウドサービスにおける『情

報』との関わり方—」
御宿・長町法律事務所 弁護士 松元優季様 2022年6月30日
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NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1 第26回新技術クラウド研究会 新技術
究極の働き方改革、働くロボット：ワークロイドの日
本の現状、世界の現状（仮題）

株式会社テムザック
            代表取締役議長 髙木陽一様

2021年8月27日

2 第2７回新技術クラウド研究会 新技術
「Web3時代に向けたメタバース等の利活用に関す
る研究会」における論点整理について

総務省 情報流通行政局 
                  参事官付企画官  扇慎太郎 様

2023年3月8日

新技術研究会（２回）

クラウド事業戦略研究会（マーケティング研究会） （3回）

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1
クラウド事業戦略研究会（第
34回マーケティング研究会）

事業戦略 「変化する社会のその先を読むイノベーション」
株式会社カナミックネットワーク

取締役会長 山本 稔 様
2022年9月2日

2
クラウド事業戦略研究会（第
35回マーケティング研究会）

事業戦略
～不動産管理クラウドサービス「@property」～

業界標準への道のり
プロパティデータバンク株式会社

常務取締役 大田 武 様
2022年9月14日

3
クラウド事業戦略研究会（第
36回マーケティング研究会）

事業戦略
～建設業向けクラウドサービス「建設サイト・シリーズ」～
成長の足跡

株式会社MCデータプラス 取締役 秋山 光輝 様
株式会社MCデータプラス

ヴァイスプレジデント 富加見 順 様

2023年1月20日

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1 第４回クラウド人材採用研究会
クラウド
人材

「IT系専門学校生採用のポイント」

日本工学院専門学校 ITカレッジ長 大矢政 男様
トライデントコンピュータ専門学校 学校長 勝田 雅人様
ECCコンピュータ専門学校 学校長 納谷 新治様
麻生情報ビジネス専門学校 校長代行 北原 聡様

2022年7月29日

クラウド人材採用研究会（１回）
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ベンチャー研究会（２回）

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1
第10回ベンチャー研究会 兼
第２４回クラウドIoT研究会

IoT・
ﾍﾞﾝﾁｬｰ

IoT向け無線通信規格を一挙紹介：各規格の特徴、
ビジネスモデル、事例の紹介と今後の動向

ソナス株式会社
            代表取締役 大原 壮太郎様

2021年7月29日

2

第11回ベンチャー研究会 兼
第16回オープンデータ研究
会

ﾍﾞﾝﾁｬｰ・
ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ

「ビッグデータの活用で女性の社会進出を支える方
法」

flora株式会社 CEO アンナ・クレシェンコ様 2023年3月16日



オープンデータ研究会（１回）

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1
第15回オープンデータ研究
会

オープンデー
タ

分野間データ連携に係る国内外の動向と今後の展
望

株式会社日立コンサルティング
スマート社会基盤コンサルティング第2本部
シニアマネージャ 向 賢一様

2023年3月1日

SaaS成長戦略研究会（１回）

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1 第1回 SaaS成長戦略研究会
SaaSの成
長戦略

SaaSビジネスの成長とクラウドファンディングについて
株式会社ドリームレイジング

代表取締役 本田 恵一 様
2022年11月25日
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マーケティング研究会（１回）

NO 研究会 区分 テーマ 講師(敬称略) 実施日

1

第37回マーケティング研究会 
兼 第30回クラウドIoT研究会 
兼 第21回 AIサービス研究会

マーケティン
グ・IoT・AI

【アワード部門総合グランプリ受賞特別研究会】
講演1 【IoT部門 総合グランプリ】
「Hybrid Workの浸透に伴う新たな課題と
EXBOARDの活用について」
講演2 【支援業務系ASP・SaaS部門 総合グラン
プリ】
「渡したファイルが“あとから”消せる、魔法のソュー
ション『FinalCode』のご紹介」
講演3 【AI部門 総合グランプリ】
「AIで課題解決を行うための3つの壁と、Node-
AIで目指すユーザの自走」

講演1富士通株式会社
Digital Solution事業本部 スマートワーク
ソリューション事業部
ソリューション部 マネージャー 遠藤 敏行 様
講演2デジタルアーツ株式会社 マーケティン
グ部
『FinalCode』プロダクトマネージャー 保屋松 
彩佳 様
講演3 NTTコミュニケーションズ株式会社 イ
ノベーションセンター/テクノロジー部門
プロダクトマネージャー 切通 恵介 様

2023年2月8日



NO 回数 開催年月日 参加会員 実施方法

1 第1回 会員情報交換会 2019.07.17
７社　 15名

他事務局会長以下

(株)アークライン

NTTインターネット(株)

NTTコミュニケーションズ(株)

(株)スカイクレスト

鉄道情報システム(株)

(株)パラダイム・ラボ

(株)ビルドシステム

スタンダード会議室

15:00～17:00

2 第2回 会員情報交換会 2019.10.24
６社　１４名

他事務局会長以下

旭川市

イケバナソリューションズ(合同)

(株)インフォマティクスAGS(株)

NTTビズリンク(株)

(株)サパナ(株)電話放送局

ファイルフォース(株)

スタンダード会議室

15:00～17:01

3 第3回 会員情報交換会 2020.09.25
４社　５名

他事務局会長以下

(株)アイ・エス・ビー

ジャパンシステム(株)

(株)リューション・アンド・テクノロジー(株)

(株)ミライト

Zoomミーティング

15:00～17:02

4 第4回 会員情報交換会 2020.12.15
5社　６名

他事務局会長以下

(株)アドテクニカ

(株)インフォマート

日本ワムネット(株)

フォームズ(株)

リーテックス(株)

Zoomミーティング

15:00～17:03

5 第5回 会員情報交換会 2021.02.25
５社　１１名

他事務局会長以下

クレバーブリッジ(株)

(株)CIJ

(株)パスコ

(株)B-Story

ブルベース(株)

Zoomミーティング

15:00～17:04

「ASPIC会員情報交換会」実施状況
(会員と事務局のコミュニケーションの場)

本会員情報交換会は、「会員５社」による会員相互の事業・サービス紹介、ビジネス連携、人脈形成等による　ビジネスチャ

ンス拡大並びにASPICへの意見・要望等の情報交換を行い､クローズな開催(延べ52社101名参加)

(6) ASPIC会員情報交換会及びASPICビジネスカンファレンスの実施状況



NO 回数 開催年月日 参加会員 実施方法

6 第6回 会員情報交換会 2021.05.26
５社　８名

他事務局会長以下

アシステアップ(株)

NTTコミュニケーションズ(株)

(株)クロスビート

(株)夢テクノロジー

(株)ワンビシアーカイブズ

Zoomミーティング

15:00～17:05

7 第7回 会員情報交換会 2021.07.28
５社　５名

他事務局会長以下

(株)アスペックス

(株)網屋

(株)いい生活

(株)ストラテジット

(株)ダイレクトクラウド

Zoomミーティング

15:00～17:06

8 第8回 会員情報交換会
2021.10.13 ５社　１２名

他事務局会長以下

(株)I･TECソリューションズ

(株)石川コンピュータ・センター

(株)NTTデータ･ビジネス・システムズ

エンカレッジ・テクノロジ(株)

(株)日建設計

Zoomミーティング

15:00～17:07

9 第9回 会員情報交換会 2022.01.28
５社　９名

他事務局会長以下

(株)ギークフィード

(株)CIJ

(株)ネットウェルシステム

ぴたデジ(株)

本聡(株)

Zoomミーティング

15:00～17:08

10 第10回 会員情報交換会
2022.06.26 ５社　９名

他事務局会長以下

コンフィデンシャルサービス(株)

(株)ジーネクスト

(株)ネットショップ支援室

(株)ビリーフワークス

rhipe Japan(株)

Zoomミーティング

15:00～17:09

11 第11回 会員情報交換会 2022.10.31
５社　７名

他事務局会長以下

コンフィデンシャルサービス(株)

ソリューション・アンド・テクノロジー(株)

(株)電話放送局

ノイテックス(有)

(株)ビジュアル・プロセッシング・ジャパン

Zoomミーティング

15:00～17:10



NO 回　　　数 開催年月日 発表会員 テーマ発表 参加者 実施方法

株式会社ソリューション・アンド・テクノロジー 「テレワークの労務管理を支援するWiMS/SaaS」

株式会社ハンモック
「クラウド型データエントリーサービス「WOZE（ウォーゼ）」

のご紹介」

株式会社NTTデータビジネスシステムズ
「誰よりも鮮明にお客さまの「次」を描くNTTデータビジネス

システムズの取り組み」

株式会社I･TECソリューションズ
「自治体様向けシステムのお気軽シリーズ（お気軽リモート

相談窓口、お気軽図書館）のご紹介」

鉄道情報システム株式会社
「ベストなシフトが、自動でカンタン『勤務シフト作成お助け

マン』のご紹介」

株式会社NTTデータ 「安心で簡単なパーソナルデータ連携のご紹介」

株式会社インフォマート
「SaaS連携によるBtoBプラットフォーム請求書の利便性

向上」

株式会社YE DIGITAL 「既存クラウドサービスをベースとするIoTビジネス共創」

NTTコミュニケーションズ株式会社 NTT Comが取り組む『グリーントランスフォーメーション』

株式会社ハンモック
「クラウド型データエントリーサービス「WOZE（ウォーゼ）」

ビジネスパートナー大募集！」

NTTコミュニケーションズ株式会社
「NTTコミュニケーションズが目指すスマートヘルスケアにつ

いて」

富士通株式会社
「お客様のクラウドジャーニー実現を支援する富士通のクラ

ウドサービスについて」

「ASPICビジネス カンファレンス」 実施状況

２５名

３３名

４０名

３２名

(会員のテーマ発表とビジネス連携の場)

本カンファレンスは「会員3社」による自社事業･サービスの発表を通して､会員並びに参加企業相互間のビジネスやサービス連携、商談機

会の拡大、更にはビジネスヒントの収集･人脈形成等を図り､オープン開催(会員､会員外　延べ130名参加)

4

1

2

3

Zoom

ウェビナー

(15:00～

16:30)

Zoom

ウェビナー

(15:00～

16:30)

Zoom

ウェビナー

(15:00～

16:30)

Zoom

ウェビナー

(15:00～

16:30)

第1回ビジネスカンファレンス 2021.11.26

第4回ビジネスカンファレンス 2022.11.24

第2回ビジネスカンファレンス 2022.02.25

第3回ビジネスカンファレンス 2022.09.28



(7) 総務省 IoTサービス実証・実装事業への参画

H29年度IoTサービス創出支援実証事業への参画
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提案者
・高知県・高知市・医療法人恕泉会・社会福祉法人ふるさと会・認知症高齢者研究所
・医療福祉大学・(株)NTTデータ・(株)日本ウエルネスソリューションズ、特定非営利活動法人ASP・SaaS・IoT クラ
ウド コンソーシアム（ASPIC）

対象分野 医療・福祉

実施地域 高知県高知市（横浜、塚ノ原、春野町）地域、高知県（いの町、中追地域）地域

事業概要

【問題点】認知症は進行性の認知障害を伴い、行動・心理症状（BPSD：Behavioral and Psychological Symptoms of
Dementia）が高率でみられる。突発的に発生するBPSDは、介護者に大きな負担とストレスをもたらし、症状の悪化は介護費
用も高く長期に渡るため患者やその家族、介護者、そして社会全体にとって深刻な問題となっている。
【解決の方針】IoTサービスで得られる健康・医療情報のデータと生活支援記録法から得られる情報と、15年間の800万件の
介護記録に基づいた1500強のケア方法をAIで照合することで自立支援に資する適切なケアを導出、認知症ケアの業務効率
化と生活自立度を引き上げ、症状改善にむけたサポートおよび介護負担軽減への工数削減に取り組んだ。
【目標】本事業は対象者を、IoTサービスを適用したA群と適用しないB群に対して効果を科学的に比較し、IoT・AIによるBPSD
の予防に効果があることを実証した。

主なルール整備等 ・IoT相互接続ガイドライン ・AI生成データの取扱いルール

認知症患者へ、介護者が介入す
るタイミングやケア内容及び量が
的確に把握できない為、精神的負
担が長期間続き症状の悪化をも
たらすことで、生活自立度の引き
上げが難しい。

BPSDは、認知症介護に於いて
避けられない症状であり突発的
に発生するため介護者に一番の
負担とストレスをもたらすと共に、
認知症の進行をももたらす。

BPSDによる介護負担

認知症進行に伴う経済的負担

BPSDの予防

問題点 得られた成果（KPI）問題解決への取組（実証事業の概要）

IoTデータおよび生活支援法
に基づく介護記録のデータに
より、AI解析による最適な支
援方法を提供することで、
BPSDの発症予防率７４%達成。

また、アンケート結果から
BPSDの減少により介護負担
が25%削減された。

特定非営利活動法人ASP・SaaS・IoTクラウドコンソーシアム
認知症対応型IoTサービス【医療・福祉】

成果報告
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総務省 H30年度 地域IoT実装事業への参画

（採択全27件一部抜粋／申請40件 ）申請主体及び事業名
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20年にわたり、ASPICは、クラウドの普及・促進と安心安全なクラウドサービスの推進に
取り組んできました。2017年からは、IoT 及び AI クラウドサービスのガイドラインの作
成、情報開示指針の作成（総務省のご指導のもと）および、IoT（AI ）の情報開示認定制度
をたちあげ、クラウドサービスの高度化に貢献してきました。又、アワード表彰等により、
事業者の支援を強力に進め、中小クラウド事業者のビジネス支援をおこなっています。又、
法人サービス紹介サイト（アスピック）により、クラウド事業者及びクラウド利用者への支
援活動を行うなど、クラウドサービスが、社会インフラシステムとしての位置付けとなるよ
うに業界の推進に取り組んできました。

今後は、クラウドが中心になった（クラウドセントリック）社会インフラが、Society 5.0 
を支えることを目指し、社会の課題の解決、持続可能な社会の実現と国際社会に貢献してい
きます。

Ⅰ-4 ASPICの活動の今後（クラウドセントリック社会の実現）

新しい取り組み「社会インフラの実現」を加えて

１） 「普及・促進」に係る取り組み

２）「安心・安全の推進」に係る取り組み

３）クラウド・IoT・AIによる
「社会インフラの実現」に向けた取り組み

Ⅰ期
1999年創立～

Ⅱ期
2006年～

Ⅲ期
2010年～

Ⅳ期
2020年～

４）Society 5.0 を支える
社会インフラ

新しい取組み「社会インフラの実現」を加速する
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１）クラウドセントリック社会の実現
・クラウドがＩＴの中心になる社会の実現

・クラウドによる社会課題の解決

２）安心・安全なクラウドサービスの推進

（安心・安全の推進）
・国等と連携したガイドラインの整備と普及活動

・情報開示認定制度の高度化と活用ガイドの作成

３）AIクラウドサービスの発展・拡大

（普及・促進）
・ＤＸを加速、高速経営、事業革新の先導

・政策・技術・市場等の情報提供

４）SDGｓ対応クラウドサービスの推進

・SDGｓクラウドサービスのメニュー作り

・開発と利用促進

Ⅰ-4 ASPICの活動の今後（クラウドセントリック社会の実現）

・情報開示認定制度のデファクト 

スタンダード化の実現

・社会インフラづくりのための

各種ガイドラインの作成

・ビックデータ、IoT、AI等の

活用と、業界・分野別クラウド

の集合体形成を推進

・利用企業の事業創出・革新への

貢献

・事業者のビジネス拡大に貢献
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k

（1） クラウドサービスの社会インフラシステムへの発展

Copyright © 2022 ASPIC

クラウド・サービスの
社会インフラシステムへの発展

建設・不動産
クラウド

防災クラウド

教育クラウド

農業水産業
クラウド

製造クラウド

観光クラウド

自治体クラウド

証券・保険
クラウド

金融クラウド
流通・卸
クラウド

環境クラウド

医療・福祉・
介護クラウド

社会・業界特化系クラウドサービス*の集合体の実現を図る

＊社会・業界特化系：企業活動や社会活動を支える業種・業界及び社会横断的なアプリケーション
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 アワードエントリーサービスにおける
基幹業務系バックオフィスクラウドサービス連携モデル事例

会計系クラウド連携

連携サービスの現状

クラウドサービス間の連携サービスが、着実に増加している。

人事系クラウド連携

51
Copyright © 2022 ASPIC
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物流・倉庫業界連携

社会・業界特化系クラウドサービス連携モデル事例

不動産業界連携事例 地域バス業界の連携

Copyright © 2022 ASPIC
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今後の取組み

以上のクラウドサービスの状況から、今後、 Society 5.0 の実現の基盤として、社会
課題の解決に寄与する社会業界特化系のクラウドサービスの開発と連携の推進を図る
必要がある。

 ① 成長している社会業界特化系クラウドサービスの開発の推進

② 社会業界特化系連携クラウドサービスに対する開発の推進

③ クラウドサービス連携、API連携のガイドラインの検討

 ④ クラウドサービス連携の実証事業の推進

   ⑤ 分野ごとの共通基盤の検討、構築

81



クラウドサービス利用者の一番の心配はセキュリティ。
セキュリティを重視した情報開示認定制度はユーザによるクラウドサービス・事業者
の評価・選択等を容易にし、安心安全なクラウドサービス市場の拡大を促進

（2） 安全・安心なクラウドサービスの推進

① 安全・安心なクラウドサービスを推進する情報開示認定制度

82

認定サービス数（累計）：３１４サービス（２１０社） 2023.6.1現在



8

22

28

35

45

15

21

0 10 20 30 40 50

他のサービスで認定取得効果を確認済み

競合サービスが認定を取得しているため

競合サービスは認定未取得であるが優位性を得るため

競合サービスはないが認定取得により顧客信頼を得る…

認定サイト等、認定機関広報による認知度向上を期待して

調達条件ではないが顧客から認定の取得を確認された…

調達条件として認定取得が求められるため

認定取得のねらいは何ですか？

13 

9 

10 

18 

29 

15 

0 10 20 30 40

10年以上

7年～10年

5年～7年

3年～5年

1年～３年

1年未満

サービス開始から認定取得までの期間

（ｎ＝94）

47％がサービス開始後3年
未満に認定取得！

② スタートアップ・中小のクラウドサービス事業者を支援する制度

◆クラウドサービス立ち上げ期の事業者
の信頼性確保を支援

◆クラウドサービスを提供しようとする中
小企業等のクラウドサービス市場への参
入を促進

取得者アンケートより

50%50%

認定取得事業者規模

従業員数１００名未満
従業員数１００名以上
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公募日 公募機関 入札案件名
入札仕様書等における

情報開示認定要件の内容例（抜粋）

R3.6 茨城県
いばらき大容量ファイル交換システ
ム提供業務

14. 次の認証等を取得することで安全性が担保
されていること。
(ア)クラウドサービスの安全・信頼性に係る情
報開示認定制度又はそれに類する認定制度に登
録されていること。

R3.5 江戸川区
江戸川区立保育園・育成室保護者向
け連絡システム

一般社団法人ASP・SaaS・AI・loT クラウド産
業協会が運営する「ASP・SaaS 安全・信頼性
に係る情報開示認定制度」により認定された
サービスであること。また、当該認定証の写し
を本区に提出すること。

R3.3 北海道
北海道マルチペイメントネットワー
ク共同利用センター導入業務

共同利用センターはＡＳＰサービスとして、安
全・信頼性の情報開示基準を満たし、ＡＳＰ・
ＳａａＳ情報開示認定を有していること。

◆参考：自治体等の入札条件（情報開示認定取得が要件になった例）

◆参考：地方公共団体向けガイドラインでの推奨
安全・信頼性に係る情報を把握する上で、認定を受けているサービスの利用を推奨

（2010年４月１日総務省公表）

地方公共団体における
ASP・SaaS導入活用

ガイドライン

P.57抜粋 

「ASP・SaaS の安全・信頼性に係る情報開示指針」は、サービス提供事業

者が提供する各サービスについて、安全・信頼性の観点から利用者に情報開示

すべき項目とその記述内容を示している。(略）

この指針に基づいて「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示認定制度」を

運用しており、地方公共団体においては、安全・信頼性の観点から本制度の

認定を受けているサービスを利用することを推奨する。
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今後の取組み

普及期にあるクラウドの安心・安全を推進するために、 クラウドサービス情報開示
認定制度を民間企業向けのデファクトにする必要性がある。

① 中小規模クラウド事業者支援
情報開示認定取得事業者に対する補助金
システム開発費用、IaaS・PaaS等の使用料金の補助

② クラウド利用者支援
認定取得サービス利用者に対する補助金

 クラウドの導入初期費用、使用料金の補助

③ 制度普及に対する
 情報開示認定制度の広報支援
 自治体システム等の調達条件として情報開示認定制度を推奨

  ④ 情報開示認定制度の高度化検討
ISMAPと情報開示指針との差分、審査体制、料金の検討
民間版認定制度のデファクト化
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（3） ＡＩクラウドサービスの展開促進

・ＳａａＳ分野における競争激化

– アマゾンの参入

・クラウドサービスにおけるＡＩの活用実績

【貴社で提供しているクラウドサービスには
ＡＩ機能が含まれていますか？】

ほとんどのクラウド事業者はAIサービ
スを実装していない。

n=102

①ＡＩクラウドサービスの現状
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ＡＩの導入の難しさ
【ＡＩ機能を導入した際に苦労したことは何ですか？（複数回答可）】

学習データの収集及び
人材の確保が課題

Copyright © 2022 ASPIC

ＡＩビジネスのリスク
【ＡＩ機能を含むサービスを提供するにあたって、不安なことや悩み事はありますか？】

品質保証、説明責任、
権利義務等のリスクを
感じている。
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今後力を入れていくべき技術（再掲）

（ＡＳＰＩＣの独自調査による）

ＡＩに対する期待が大きい

Copyright © 2022 ASPIC
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クラウド（SaaS）の国際競争力を高めるにはサービスの高度化の必要性がある。

① ＡＩクラウドサービスの普及促進

・ＡＩクラウドサービス開発のためのガイドの検討、作成

・ベストプラクティス・事例集の作成

・ＡＩクラウドサービスの認定制度の創設

② ＡＩ開発用データ共通基盤の構築の推進

・業界ごとのデータ共通基盤

・クレンジングされたデータの収集

③ ＡＩ人材の育成・教育改革

・ＡＩクラウドサービスの資格の検討

④ 次世代ＡＩプロジェクトの立ち上げ

・第４次ＡＩブームは日本から起こす

今後の取組み
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図 SDGs目標別クラウドサービス状況

（4） ＳＤＧｓ対応クラウドサービスの開発・利用の取組み

①ＳＤＧｓ目標別クラウドサビースの現状

・ASPICのアワード、アスピック、情報開示認定取得サー

ビス（約1,000）をSDGsの17目標に分類すると

右図のようになる。

②全体の57％が生産・消費が占めている。
各分類目標に対し、サービスが不足している。

③クラウドサービスが浸透していない｢目標｣については

今後一層の開発・利用を促進する。

SDGsの達成にはクラウドサービス（特にASP・SaaS）が大いに貢献できる。

Copyright © 2022 ASPIC
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今後の取組み

SDGsを推進するためにはクラウドサービスが大いに貢献できる。

① クラウドサービスメニュー作り
  

・｢SDGsアクションプラン2021｣重点項目推進のサービスメニューの作成

② クラウドサービスの開発推進
・中小クラウド事業者によるシステム開発推進
・ビジネス連携による事業機会の拡大

③ SDGsに貢献するサービスを紹介するポータルサイト構築と利用促進
・クラウド事業者･クラウド利用者にメリットのあるポータルサイト構築・運営
・クラウド事業者のサービス登録掲載支援
・クラウド利用者への利用促進キャンペーン
・クラウドサービス表彰･推奨(クラウド事業者･クラウド利用者)

④ ガイドライン検討、作成
   ・SDGs開発･利用ガイドライン作成
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（5 ）その他

① 地域のクラウド事業者（IaaS, PaaS, ASP・SaaS）の支援
 
② クラウド事業者のIoTクラウドサービスへの展開支援

③ クラウド事業者へのアンケートなどからの政府への期待
技術開発支援、人材育成、海外展開、データの安全保障
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Ⅱ．クラウド分野の事業環境（ASPICの事業から見た）

Ⅱ-1 SaaS事業者アンケート調査結果
Ⅱ-2 IoT・AI・クラウドアワードの応募状況から見る市場動向
Ⅱ-3 クラウドサービス紹介サイト「アスピック」から見える市場動向
Ⅱ-4 クラウドトピックスから見るAI/IoTの傾向
Ⅱ-5 情報開示認定サービスの傾向



参考：クラウドサービス体系
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データセンター

ASP・SaaSの提供に必要なハードウェア資源をネットワーク経由で提供するサービス、CPU、
メモリ、仮想化サーバー、ｽﾄﾚｰｼﾞ、ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ、その他

建物
（電力、ラックを含む）

通信ネットワーク機器

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのASP・SaaS化に必要な課金・認証等の付加機能を提供するｻｰﾋﾞｽ、
検索、認証、決済・課金、ｾｷｭﾘﾃｨ、位置情報、ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ、ﾒﾃﾞｨｱ

ハード
基盤サービス

システム

基盤サービス

ネットワーク
基盤サービス

ネットワークの状態を監視・最適化し、安全な利用を実現可能にするサービス
ネットワーク監視・侵入検知、ネットワーク制御、配信管理、暗号化、その他

開発・実行

基盤サービス
アプリケーション、システム等の開発・実行環境を提供するサービス
OS、ミドルウェア、開発キット、その他

企業等のコア・バリュー（中核的価値）に直接関わる業務を遂行するアプリケーション、R&D、

調達、製造、営業、マーケティング、販売・流通、在庫、アフターサービス、財務、会計、人事・

研修、資産管理等

基幹
業務系

支援
業務系

企業等のコア・バリュー創出を円滑化するためのｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ、文書管理、ワークフロー管
理、メール配信やアドレス帳管理、ファイル転送、電話会議・TV会議・Web会議、ブログ・SNS、

情報共有支援、ｱﾌﾘｴｲﾄ等

社会・
業界
特化系
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鉱業、建設、製造（注）、ライフライン、交通・物流、卸・小売・飲食店、金融・保険・リース、不
動産、情報通信・メディア、教育・学習、観光・娯楽・宿泊、医療・福祉・保健、環境、防災・
治安、行政・公務等

（注）食料品、衣服・繊維、化学、鉄鋼・非鉄金属、一般・電気・精密機器、情報通信機器、

輸送用機器、その他
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クラウド市場の成長

２０３０年までにクラウド市場は
５倍程度に拡大すると考えている
人が多い。

有望セグメント
水平展開型ＳａａＳか業界
特化型ＳａａＳかで見解が
分かれている。

Ⅱ-１ アンケート調査結果（主にSaaS事業者を対象・５６社から回答）
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脅威

人口減少とディスラプターの登場を
脅威と見ている企業が多い。

ビジネスチャンス

多くの企業がＤＸ推進の機運を
ビジネスチャンスととらえている。
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注力すべき領域

新サービスの開発と人材育
成に注力すべきと考えている
企業が多い。

クラウド事業のリスク

インフラ（ＩａａＳ等）や
オープンソースにリスクを感じ
ている事業者が多い。

97



政府への期待

政府には、開発支援、データ基盤
構築、人材育成を期待している。

今後力を入れていくべき技術

ＡＩ、ＡＰＩ連携、セキュリティ
が注力すべき分野と考えられて
いる。
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社会業界
特化系
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ASPICアワード(2016～2022）部門別表彰件数推移

社会業界特化系ASP・SaaS部門

基幹業務系ASP・SaaS部門

支援業務系ASP・SaaS部門

データ活用系ASP・SaaS部門

AI部門

IoT部問

IaaS・PaaS部門

データセンタ部門

運用部門

ユーザ部門

基幹業務系

支援業務系

AI部門

IoT部門

Ⅱ-2 アワードの応募状況から見る市場動向



農林水産業

5%

建設・不動産

14%

公共・自治体

13%

教育・校務支援

6%

保育園業務支援

3%医療・福祉・介護

13%

物流・卸

18%

製造

15%

弁護士・法律事務

所業務支援

3% 環境

5%

防災

5%

社会業界特化系クラウドサービス分類

アワード表彰サービス（2019～2021）における業種区分

 社会業界特化型のクラウドサービスの現状
社会業界特化型のクラウドサービスの増加が著しい
支援業務→基幹業務→社会業界特化型へと加速化

製造、物流・卸、建設・不動産等多岐にわたっている 100



アワード2019～２０２２の傾向 (応募企業)

応募企業の状況-1
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13%

35%

23%

13%

5%

11%

資本金

～1000万円

～1億円

～10億円

～100億円

～1000億円

1000億円～

・資本金1億円以下は48％ ・社員数100名以下が51％

10%

41%

24%

7%

18%

社員数

～10人

11～100人

101～500人

501～1000人

1001人～



応募企業の状況-2
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3%

9%

31%

23%

16%

18%

会社売上

～1000万円

～1億円

～10億円

～100億円

～1000億円

1000億円～

・売上10億円以下は43%

アワード2019～２０２２の傾向 (応募企業)

・サービス開始後3年以下が63%を
占めている

16%

19%

15%13%

6%

5%

5%

4%

3%
3%

2%
2%2%1%1%1%1%0%1%1%0%1%0%1%

受賞時のサービス年齢

（アワード2019～2022） 0才
1才
2才
3才
4才
5才
6才
7才
8才
9才
10才
11才
12才
13才
14才
15才
16才
17才
18才
19才
20才
21才
22才
23才



アワード2022の応募状況から見る傾向

【応募状況】
 応募サービス数の増加と共に日本全国から応募がありASPICアワードの知名度が向上している。

①応募サービス数 前年比１３％アップ （参考 昨年１５５ ＝＞ 今年１７５ ）

アワード2022応募サービスの分類 （母数１７５）

  ②応募地域 全国１８都道府県 （昨年１４都道府県）

（参考 宮城県２ 石川県１ 長野県１ 茨城県２ 埼玉県１ 神奈川県６   千葉県２ 静岡県１ 愛知県３ 岐阜県１ 京都府４

滋賀県１ 大阪府４ 岡山県１ 福岡県４ 長崎県１  宮崎県１ 東京都１３９）
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社会業界特化系部門

15%

基幹業務系部門

24%支援業務系部門

43%

AI部門

11%

IoT部門

7%
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支援業務系部門サービスの特徴

支援業務系部門への応募数は、全体の４３％を占め、生産性向上、セキュリティ、メール、テレワーク等

企業活動の多岐に亙り幅広いサービスの応募があった。本人認証等セキュリティ関連、SNS関連のWeb

マーケティング分野のサービスが新たに多数登場している。

生産性向上

14%

セキュリティ

18%

Webマーケティング

21%

営業支援

12%

テレワーク

10%

メール

3%

CTI・音声応答

5%

ファイル共有

3%

SMS配信

6%

採用管理

4%

その他

4%

Copyrightⓒ2023ASPIC

アワード2022の傾向

支援業務系部門サービスの分類
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基幹業務系部門サービスの特徴

基幹業務系部門への応募数は、全体の24％を占め、人事評価、組織診断等の労務管理サービス、経

費精算等のオンライン会計サービス、電子帳簿保存法、インボイス制度対応の電子帳票サービス等基幹

系業務に精通した木目細かなサービスが多く、高度化が進んでいる。新たな傾向として在宅勤務のテレ

ワーク支援としてバーチャルオフィスのサービスが多く登場している。メタバース技術を取り入れての職場臨

場感を創出している。

労務管理

27%

オンライン会計

11%

電子帳票

9%システム運用・開発

15%

電子契約

4%

販売管理

7%

eラーニング

7%

メタバース

9%

基盤統合

7%

経営支援

4%

Copyrightⓒ2023ASPIC

アワード2022の傾向

基幹業務系部門サービスの分類
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社会業界特化系部門サービスの特徴

社会業界特化系部門への応募数は、全体の15％を占め、医療・介護・福祉分野への応募が多

かった。ICT化が遅れている同分野へのDX支援サービスが急速に増加している。

他、不動産、運送、建設、美容、旅行、飲食等各業界特有の専門性や業務ノウハウを蓄積した

サービスが多く業界DXを推進している。一方、AI・ IoT技術を駆使した自治体向け上下水道、ガ

スなどの地下埋設物検出など同部門サービスのすそ野が広がっている。

医療・介護・福祉

44%

不動産

3%

運送

4%

建設

15%

美容

7%

自治体

7%

図書館

4%

飲食業

4%

チケット施設

4%

電力

4%

旅行

4%

Copyrightⓒ2023ASPIC

アワード2022の傾向

社会業界特化系部門サービスの分類
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AI部門サービスの特徴

AI部門への応募数は、全体の11％を占め、AIシミュレーション技術による水害予測、AIドラレコによる

事故防止、AIによるパッケージデザイン作成等AI技術を駆使すると共に特許を取得した優れたサービス

が多い。一方、ノーコードでAIモデルの開発、画像系AI処理の技術群などAIプラットフォームとしての

サービスも登場している。

AIチャットボット

10%

AI音声認識

11%

AI  FAQ
5%

AI OCR
5%

AI自動翻訳・

文字起こし

26%

防災

11%

画像認識

21%

その他

11%

Copyrightⓒ2023ASPIC

アワード2022の傾向

AI部門サービスの分類
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IoT部門サービスの特徴

IoT部門への応募数は、全体の7％を占め、センサー/カメラ/ビーコン等から収集されたIoTデータから

建設現場の安全管理、スマートホーム、オフィスHybrid Work環境、農業分野への監視等多岐に亙

り、社会に溶け込んだサービスとなっている。一方、IoT機器の統合・制御を行うIoTプラットフォーム

サービスが登場し、より高度なサービスへと進化している。

生産性向上

9% 製造

8%

自治体

17%

農業

8%

労務管理

8%

医療

8%

IoT機器統合・制御

34%

建設

8%

Copyrightⓒ2023ASPIC

IoT部門サービスの分類

アワード2022の傾向



【技術的動向】

①メタバースの出現

テレワークが働き方のスタンダードとしたバーチャルオフィスが普及している。
メタバース技術も取り入れアバターを自由に動かし、相手のアバターに近づ
けることで簡単に話しかけられる2次元のバーチャル空間で雑談・立ち話、
双方向ディスカッション、画面共有等各機能を有している。

②IoT／AI技術の一体化
カメラで撮影した画像をAI解析したシステム等IoT／AI技術の一体化した
サービスの普及と共に画像系の各種処理機能を効率的に活用したIoT/AI
プラットフォームも出現している。

   ③独自技術、特許の取得の増加
クラウドサービス提供にあたり、独自の技術を開発すると共に特許取得・出
願を行っている。多数のサービス関連特許から世界で通用するサービスも

  出現している。
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アワード2022の傾向 サービスの技術動向



【サービスの動向】

①専門性やノウハウのある業界特化型サービス増加とDX促進

業界特有の専門性や業務ノウハウを高めたクラウドサービスが、業界の業務
インフラとなると共に業界のDX促進に大きく貢献している。
〈保育、福祉、旅館・ホテル、美容サロン、不動産等 〉

 ②基幹業務系クラウドサービスの多様化
企業の基幹業務を支える人事、会計等クラウドサービスに新たなコンセプトの
サービスが出現し、すそ野の広がりと共に多様化している。
〈バーチャルオフィス（メタバース）、組織診断、管理会計等 〉

 ③クラウドサービス連携の拡大
自社クラウドサービスと他社クラウドサービスとの連携を図り、付加価値の高い
総合的なサービスとしての連携が進んでいる。バックオフィスの自動化に向け
たサービス連携は顕著である。
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アワード2022の傾向 サービスの動向
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Ⅱ-3 「アスピック」から見えるクラウドサービスの市場動向

新型コロナ感染拡大後3年余が経過し、企業内におけるテレワークの定着、働き方改革、生産性向

上に向けたDX（デジタルトランスフォーメーション）等の変革が進んでいる。この変革をクラウドサー

ビスが促進し、また新たなサービスが多数登場している。

「アスピック」に掲載しているサービス群からクラウドサービスの市場動向を追う。(母数：650)

クラウドサービスの分類

サービス分類

社会・業界特化系：企業活動や社会活動を支える業種・業界及び社会横断的なサービス

基幹業務系：企業等のコア・バリュー（中核的価値）に直接関わる業務を遂行するサービス

支援業務系：企業等のコア・バリュー創出を円滑化するためのサービス

AI系：AI技術の特色を売りとしたサービス

支援業務系は、テレワーク、働き方改革等企業の中核業務を支援

するサービスですそ野が広く、サービスの種類も多く市場性が最も高

い。（49%)

基幹業務系は、人事・経理等企業の経営の中核に直接関わり、

人事制度の変革、電子帳簿保存法等で企業のDXを大きく推進して

いる。(31%)

社会・業界特化系は、医療・福祉、不動産等業界に特化した

サービスで増加傾向にある。今後の発展が期待される。(11%)

AI系は、AI技術を駆使したサービスで各系との連動が横断的に

進み、更なる発展が期待される。(9%)

社会業界特化系

11%

基幹業務系

31%支援業務系

49%

AI系

9%
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支援業務系クラウドサービスの動向

支援業務系サービスは、生産性向上、セキュリティ、メール、テレワーク等企業活動の多岐に亙り幅広い

サービスが提供されている。eKYC等本人認証セキュリティ、SNS関連のWebマーケティング向けの市場

分析サービスが新たに多数登場している。

生産性向上

14%

セキュリティ

14%

Webマーケティング

12%

営業支援

11%
テレワーク

9%

メール

6%

CTI・音声応答

6%

ファイル転送・共有

4%

SMS配信

4%

採用管理

3%

入室管理

1%
その他

16%

支援業務系サービスの動向
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基幹業務系クラウドサービスの動向

基幹業務系サービスは、勤怠管理・人事管理等の労務管理サービス、経費精算等のオンライン会計サー

ビス、電子帳簿保存法、インボイス制度対応の電子帳票サービス、電子契約サービスが大多数を占める。

企業のDX推進サービスとして引き合い状況も活況でサービス数も豊富である。

新たなサービスとしてバーチャルオフィスを初めとしたメタバースが登場し今後の発展が期待される。

労務管理

30%

オンライン会計

15%

電子帳票

14%

システム運用

13%

電子契約

10%

販売管理

9%

eラーニング

6%

メタバース

3%

基幹業務系サービスの動向
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社会業界特化系クラウドサービスの動向

社会業界特化系サービスとしては、オンライン診療／電子カルテの医療系、訪問看護支援、介護記

録等の医療・介護・福祉サービス、不動産管理／賃貸管理業務支援の不動産サービス、製造生産

管理、倉庫・在庫管理の製造・物流関連サービス、運送業等での車両配送業務・管理、安全運転

支援の運送サービスに大別される。

医療系オンライン診療等各業界に精通した木目細かなサービスが多く、導入の普及が待たれる。今

後、あらゆる分野に適したサービスの出現が期待される。

医療・介護・福祉

29%

不動産

29%

製造・物流

23%

運送

19%

社会業界特化系サービスの動向
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AI系クラウドサービスの動向

AI系サービスとしては、チャットボット、音声認識、自動翻訳・文字起こし、FAQ、OCR等のAI技術を活かした

サービスがある。基幹・支援・業界特化系と横断的にサービス連携が進みより高度なサービスが期待される。

AI-OCRの電子帳票サービス連動、AI音声認識のサービス入力連動が進んでいる。

AIチャットボット

25%

AI音声認識

15%

AI  FAQ
14%

AI OCR
14%

AI自動翻訳・

文字起こし

14%

EC自動接客AI

11%

その他

7%

AI系サービスの動向



（１）AI関連記事の傾向
流通・商業（17%）、生活・都市（15%）、医療・健康（13%）、

工業（11%）、モビリティ（7％）が続いている。

・従来MaaS（マース：Mobility as a Service）や各症例CT画像解
析、遺伝子倹素、新薬探査等で用いられたAIが、クラウドの形で、駐車場
空きの把握や、カビの有無判断、水田の除草と身近な作業効率化のため
等に気軽に使われ始めている。

・AIを活用したメタバースが大きく取上げられ工業分野やイベント分野の活
用が進んだ。

・多くのスタートアップ企業もが取上げられていた、一方、AIがアニメの自動
彩色から、作曲、小説執筆、画像作成、特許出願等の高度な創作活動
まで行い話題になると共に、AI創作物の知財の扱いについて問題を提起し
ている。 116

クラウドトピックス（第331号～第369号）⇒ 2022年（1月～12月）の分析
記事掲載計1131件。記事検索対象期間 2022年1月7日 ～2022年12月23日

Ⅱ-4 クラウドトピックスから見るAI・IoTの傾向

分野 件数 構成比　　％

農・水産業 14 3
工業 46 11
建設業 8 2
金融業 11 3

流通・商業 71 17
生活・都市 61 15
モビリティ 30 7
教育・文化 23 6
医療・健康 47 13
others 105 25
合計 416 99

AI記事分野別件数・比率



（２）IoT関連記事の傾向
工業（24%）、生活・都市（16%）、医療・健康（10%）、農業・水

産業（9%）、流通・商業（8%）、建設業（5%）が続いている。

・従来工場でのIoT機器取得データを必要（データ量・処理量、プライバシィ
／セキュリティ等）に応じ、エッジAIとAIクラウドで分析・判定し業務の自動化、
高度化を支援している形態が、農業、流通・商業、医療・健康においても、同
じような使い方が増えており、更に一歩進んだCPS（Cyber-Physical 
System）やデジタルツインの実装化が進んできている。

・工場（まるごと）、病院、土木・建設工事現場や建造物等を仮想空間上
で再現を行い、リアルタイムに物理空間への（アクション等の）フィードバックが
行なわれている。

・工場内機器をはじめ、公道利用の自動車や異種モビリティ等との情報のやり
とりを行なうプラットフォームクラウドが、定着し実績を積み上げている。

・ハウス栽培、葡萄畑作業、ウニや鯖の養殖、製粉や食料品工場作業、介
護現場の体調管理等、「きつい」現場でIoT活用が、日常作業の負担軽減
や効率化に役立ってきている。

117

IoT記事分野別件数・比率



（1）デジタルツインプラットフォームの着実な拡大・進展
各分野で、IoTとAI組合せ活用によるサイバー空間と物理空間の相互作用を前提としたCPS

（Cyber-Physical System）やデジタルツインの実装化、各分野のキープレイヤーによるそ
れらプラットフォームの着実な拡大・進展。

（2）カーボンニュートラル向けクラウドサービス拡大・進展
想定されるエネルギー危機にも関係し、ＧＸ実行会議でも議論されている2050カーボン
ニュートラルに向かいセンタ運用での使用電力100%再生エネルギー等での（クラウドユーザ
メリットとなる数量化等の）差別化拡大。AP分野での、地域共創・セクター横断型カーボン
ニュートラル技術の進展。

（3）世界的量子コンピュータコンピュータ開発激化
世界的な量子コンピュータ開発競争が激化、日本では先行するアニーリング方式や量子コン
ピュータと従来型コンピュータを組み合わせる「量子･古典ハイブリッド」と呼ばれる計算技術での
アプリケーション開発の進展（物流、素材開発・創薬、エネルギー等の領域)。
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クラウドトピックスから見る
2023年（上半期）AIクラウドやIoTクラウドに関する予想
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ASP・SaaS認定が81%を占めるが、新たな制度AI、IoTを取
得するサービスも出てきている。

Ⅱ-５ 情報開示認定サービスの傾向（2019～2022）

81%

2% 9%

2% 3% 3%

認定制度別取得状況

ASP･SaaS

ASP･SaaS

（AI）

ASP･SaaS

（IoT）

医療情報

ASP･SaaS

特定個人情

報ASP･SaaS

IaaS・PaaS

（IoT）

（母数58）



社会業界特化系認定サービスの業界分類

社会業界特化系
47%

基幹業務系

25%

支援業務系

28%

ASP・SaaS区分

社会業界特化系 基幹業務系 支援業務系

・社会業界特化系が全体の約半分
占めている

・業界としては、自治体、医療系が多い

120

情報開示認定の業界区分



認定取得事業者2019～2022の傾向

121・資本金1億円以下は55％ ・社員数100名以下は54％

9%

45%
21%

9%

16%

社員数 ～10人

11人～

100人

101人～

500人

501人～

1000人

1001人

～

12%

43%21%

10%

3%

10%

資本金
～1,000万

円

1,000万円

超～1億円

1億円超～

10億円

10億円超

～100億円

100億円超

～1,000億

円
1,000億円

超
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・売上1０億円以下は47％ ・サービス開始後２年までが51%を
占めている

4%

5%

38%

13%

24%

16%

売上額
～1,000万

円

1,000万円

超～1億円

1億円超～

10億円

10億円超

～100億円

100億円超

～1,000億

円

1,000億円

超

31%

14%

7%
12%

17%

16%

3%

サービス年齢 0

1

2

3

4～5

6～10

10超

認定取得事業者2019～2022の傾向
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5

7

11

13

19

21

30

0 5 10 15 20 25 30 35

顧客から認定の取得を確認されたため

社内に既認定サービスが効果を確認済み

入札参加の条件として認定取得が求められるため

競合するサービスが認定を取得しているため

競合サービスは認定未取得であるが優位性を得るため

競合サービスはないが認定取得により顧客の信頼を得るため

認定サイト等、認定機関の広報による認知度向上を期待して

認定取得事業者2019～2022の傾向

認定取得のねらいは何ですか？ 取得者アンケートより（母数58 複数回答あり）

◆認定制度はクラウドサービス立ち上げ期の事業者の信頼性確保を支援し、
  中小事業者がクラウドサービス市場への参入を促進

サービスの認知度向上、顧客の信頼を得るため、認定を取得する事業者が多い。
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